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33--11 モニタリングパイロットシステムの作成方針モニタリングパイロットシステムの作成方針

（１）目的

これまでの研究会での意見を踏まえて制度設計を行った新しい「国土のモニタリングシステム」の
一部をプロトモデルとして作成し、国民各層の代表者に試行的にアクセスを求め、国民の目線での
評価、意見を求める。

（３）アクセス試行の方法

①プロトモデルの所在：国土交通省国土計画局Webサイト上に新しい国土のモニタリング試行の欄
を設ける。

②アクセス対象者：

20歳～30歳の若年層、30歳～50歳の中高年層、50歳以上高齢者層別に、１０～20人程度のモニ
ターがグループ討論及び試行を実施。

一般からのWebアクセスによる評価、意見の収集。
③期間：2月中旬から3月中旬の一ヶ月。

（２）作成対象

プロトモデルの作成対象は、国土のモニタリングシステムの全体像及び戦略１：「世界に発展する
シームレスアジアの形成」／サブ戦略：

①「東アジアネットワーク型の産業構造

下における我が国産業の強化」の他、

可能な限り他の戦略的目標についても

作成する。なお、作成時には、これまで

の研究会での議論を踏まえる。

⇒

⇒

⇒

研究会の主な意見 デモサイトへの反映方針

特に、
①多様な主体の参画の確保

④わかりやすく利用しやすい
システムづくり

⑦広域地方計画との連携の
確保

①情報アップロード機能

④統計地図化、時系列化

⑦「全国計画のモニタリング」
は、ブロック別比較
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33--22 モニタリングパイロットシステムのイメージモニタリングパイロットシステムのイメージ

・統計地図作成ツール
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・統計地図作成ツール
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・統計地図作成ツール
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モニタリング指標：東アジア域内の中間財輸出額における我が国のシェア

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

産学連携や中小企業のもの
づくり環境の強化等を通して、
市場と結びついた先端的な
研究や海外からの投資が増
える。これにより、我が国の
産業の国際競争力が強化さ
れ、東アジアネットワーク型
産業における我が国のシェ
アが拡大する。

我が国産業の強化

特許登録数の増加や
海外からの投資

産学連携や中小企業
のものづくり環境強化

東アジア産業活性化

東アジア域内（ここでは、日本、NIEs、ASEAN４、
中国、インド・オーストラリア・ニュージーランドと
定義する）における中間財輸出額における我が
国の輸出額の割合。

データの出典・入手方法

通商白書2007
（独立行政法人経済産業研究所「RIETI-TID2006」から作成。）

日本

オーストラリア・
ニュージーランド・
インド

NIEs

中国

ASEAN4

（億ドル）

東アジア域内向けの中間財輸出額

東アジア域内向けの中間財輸出額の国別シェア
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モニタリング指標：我が国の企業・研究者の世界各国での特許登録件数

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

施策目標：①イノベーションを生み出す仕組みの活性化

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

産学連携の促進等を通して、
市場と結びついた先端的な研
究が進み、世界各国での我が
国の企業等の特許登録数が
増加する。これにより、国際競
争力のある新商品、新技術を
提供し続け、我が国の産業が
強化される。

我が国産業の強化

世界各国で我が国の
特許登録数の増加

産学連携の促進

東アジア産業活性化

PCT国際出願制度１）による世界各国での総特許登
録数に対する我が国の企業、研究者の取得数。

１）PCT国際出願制度：ひとつの出願願書をPTC条約（特許協力条約）に従って提出
することによって、PCT加盟国であるすべての国に同時に出願したことと同じ効果を
与える出願制度。ただし、実際に特許を付与するか否かは各国の実体審査による。

データの出典・入手方法

WIPO（世界知的所有権機関）の統計データ。

http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/patents/
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モニタリング指標：国立大学等における企業との共同研究件数

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

施策内容：知的・産業クラスターの強化 （施策目標：①イノベーションを生み出す仕組みの活性化 ）

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

産学連携の促進等を通して、
市場と結びついた先端的な研
究が進み、世界各国での我が
国の企業等の特許登録数が
増加する。これにより、国際競
争力のある新商品、新技術を
提供し続け、我が国の産業が
強化される。

我が国産業の強化

世界各国で我が国の
特許登録数の増加

産学連携の促進

東アジア産業活性化

・国立大学などと企業の共同研究件数。（※国立大
学等：国立大学、大学共同利用機関、国立高等専
門学校、私立大学等：私立大学（短大含む）、私立
高等専門学校、公立大学等：公立大学（短大含む）、
公立高等専門学校）

データの出典・入手方法

文部科学省「大学等における産学連携等実施状況
報告書」
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モニタリング指標：大学等における共同研究センター数

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

施策内容：知的・産業クラスターの強化 （施策目標：①イノベーションを生み出す仕組みの活性化 ）

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

産学連携の促進等を通して、
市場と結びついた先端的な研
究が進み、世界各国での我が
国の企業等の特許登録数が
増加する。これにより、国際競
争力のある新商品、新技術を
提供し続け、我が国の産業が
強化される。

我が国産業の強化

世界各国で我が国の
特許登録数の増加

産学連携の促進

東アジア産業活性化

・国立大学などと企業の共同研究件数。（※国立大
学等：国立大学、大学共同利用機関、国立高等専
門学校、私立大学等：私立大学（短大含む）、私立
高等専門学校、公立大学等：公立大学（短大含む）、
公立高等専門学校）

データの出典・入手方法

文部科学省「大学等における産学連携等実施状況
報告書」
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モニタリング指標：承認TLOの実施許諾件数

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

施策内容：研究と市場の双方向のつながりの強化 （施策目標：①イノベーションを生み出す仕組みの活性化 ）

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

産学連携の促進等を通して、
市場と結びついた先端的な研
究が進み、世界各国での我が
国の企業等の特許登録数が
増加する。これにより、国際競
争力のある新商品、新技術を
提供し続け、我が国の産業が
強化される。

我が国産業の強化

世界各国で我が国の
特許登録数の増加

産学連携の促進

東アジア産業活性化

・承認TLO １）から企業等が特許を使用することが承
認された件数。
TLO（Technology Licensing Organization）：大学等
の研究成果を評価した上で特許を受ける権利を譲
り受け、特許化するとともに、企業への情報提供、
マーケティングを行い実施承諾等により技術移転を
図る組織。

データの出典・入手方法

経済産業省特許庁「特許行政年次報告書」
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モニタリング指標：東アジア各国からの対日直接投資額

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

施策目標：②国際競争力のある財・サービスの提供

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

国際的なビジネス環境整備や、
高付加価値中間財を提供する
中小企業の強化により、競争
力のある産業構造が構築され、
海外からの資本投資額が増加
する。これにより、我が国の産
業が強化される。

我が国産業の強化

国際的ビジネス環境整備、
中小企業強化

東アジア産業活性化

東アジア各国・地域からの域内向け対外直接投資
（フロー）。

データの出典・入手方法

・財団法人国際貿易投資研究所の統計データおよ
び通商白書2007。
http://www.iti.or.jp/fdistat.htm

海外からの資本投入

東アジア各国・地域からの域内向け対外直接投資額の受入国別投資額（フロー）

（備考）

１．世界計、日本、韓国、オーストラリア、ニュージーランドは国際収支ベース、中国は認可額ベース
の数値。 ASEAN10、インドの対外直接投資額については、データの制約から相手国の対内直接投
資額から逆算した。 （データの制約上、韓国、インドからASEANへの対内直接投資については、ブル
ネイ、ラオス、カンボジア、ミャンマー、ベトナムへの、 ASEANからインドへの対内直接投資について
は、シンガポール、ブルネイ、ラオス、カンボジアからの値が含まれていない。）

２．2000年のオーストラリア、ニュージーランド、2005年のニュージーランドの数値は年度ベース。
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モニタリング指標：東アジア域内における中間財の貿易単価比較

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

施策内容：高度な技術を有する中小企業のものづくり環境の強化（施策目標：②国際競争力のある財・サービスの提供）

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

国際的なビジネス環境整備や、
高付加価値中間財を提供する
中小企業の強化により、競争
力のある産業構造が構築され、
海外からの資本投資額が増加
する。これにより、我が国の産
業が強化される。

我が国産業の強化

高付加価値素材を生産
する中小企業の強化

東アジア産業活性化

日本と東アジア諸国（ここではデータの制約上、中
国・タイに限定する）の中間財の貿易単価１）の比率。

（備考）
１）日本・中国・タイの対世界輸出について産業ごとに中間財輸出上位

20品目（SITC5桁ベース）を選定し、各国の品目ごとの単価（輸出額
／輸出数量）を当該品目の輸出額シェアで加重平均し、産業ごとの
輸出単価を算出した。

データの出典・入手方法

海外からの資本投入

東アジア各国・地域からの域内向け対外直接投資額の受入国別投資額（フロー）

通商白書2007
（独立行政法人経済産業研究所「RIETI-TID2006」から作成。）
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モニタリング指標：東アジア主要都市の賃金、事務所賃料の比較

分野：国土形成計画のモニタリング 戦略１：世界に発展するシームレスアジアの形成

施策内容：国際的なビジネス環境や外国人の暮らしやすい生活環境構築（施策目標：②国際競争力のある財・サービスの提供）

政策体系における位置付け

サブ戦略：①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化

モニタリング指標の定義

国際的なビジネス環境整備や、
高付加価値中間財を提供する
中小企業の強化により、競争
力のある産業構造が構築され、
海外からの資本投資額が増加
する。これにより、我が国の産
業が強化される。

我が国産業の強化

国際的なビジネス環境等
の整備

東アジア産業活性化

・エンジニア賃金
ソウル：日系製造業５社平均、諸手当を含む。
北京：在中国日本商工会議所三資企業部会「給与実態調査報告書」

の製造業20社。
上海：日系企業７社平均。
シンガポール：電子・電気メーカーの平均月額基本給（ボーナス、残業

代、各種手当を除く）
横浜：横浜人事委員会発行「給与に関する報告及び勧告企業規模別・

職種別学歴別給与月額等」の技術主任～技術課長代理。
・事務所賃料
ソウル：ソウル市鍾路区永豊ビル。
北京：長富宮オフィスビル、管理費込み。
上海：虹橋経済技術開発区（上海国際貿易中心）管理費込み。
シンガポール：リパブリック・プラザ。
横浜：横浜ビジネス地区平均賃料

データの出典・入手方法

海外からの資本投入

日本貿易振興機構（JETRO)「アジア主要都市・地域の投資関連コスト比
較（ジェトロセンサー毎年4月号）」

エンジニア(中堅技術者）月額賃金
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横浜ソウル

シンガポール

2200（ドル）

2002年
2003年

北京

上海
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・統計地図作成ツール
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・統計地図作成ツール
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各広域ブロックからのアジア向け日本人出国者の推移

（出典）法務省「出入国管理統計年報」及び国土交通省航空局「国際航空旅客動態調査」を元に国土交通省国土計画局作成
（注１）本データは、「出入国管理統計」より計上した各ブロックの出国日本人数に対し、以下のようにアジア向け出国者数を試算したものである。

・港湾からの出国者は、全てアジア方面へ出国したものと見なして計上
・空港からの出国者は、「国際航空旅客動態調査」により求めた全出国者におけるアジア各国への出国者の割合を用いて算出

（注２）出国先は「最初の訪問国」を対象としている。

下のブラフは、各広域ブロック内の港湾・空港からアジアへ出国した日本人数の推移を試算したものである。特に、三大都市圏以外の地方
ブロックにおける出国日本人数が大きく増加していることがわかる。（なお、平成15年は、SARSの影響等により全世界で航空旅客が減少）

【首都圏】

【東北地方】

【中国地方】

【中部圏】

【九州地方】

【沖縄県】

【近畿圏】

【北陸地方】
人

人

人

人

人
人

人

人

人

【北海道】

人

【四国地方】

0

50,000

100,000

150,000

200,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア

0

100,000

200,000

300,000

400,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア

0

50,000

100,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア

0

400,000

800,000

1,200,000

1,600,000

2,000,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア

0

25,000

50,000

H01 H05 H09 H13 H17

アジア 非アジア

0
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400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H01 H05 H09 H13 H17
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アジア

0

50,000

100,000

H01 H05 H09 H13 H17

非アジア

アジア
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・統計地図作成ツール

・承認TLOの実施許諾件数

研究と市場のつながり強化
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・統計地図作成ツール

・承認TLOの実施許諾件数

研究と市場のつながり強化
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・統計地図作成ツール

統計地図分析
ツール
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・統計地図作成ツール
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・統計地図作成ツール
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ここでは、モニタリング「分析集」でご紹介したデータにより統計地図が作成できます。
統計地図を作成したい指標・年度等を選択して下さい。

国土像のモニタリング

■大分類

ブロック間格差

■中分類

□指標

一人当たり所得

■小分類

2005年

■年度

広域ブロック別

■メッシュ単位

□年度・メッシュ単位

・投稿フォーム

・統計地図作成ツール


